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議案第３号 

令和６年度伊万里・有田消防組合一般会計予算 

令和６年度伊万里・有田消防組合の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１，４４４，８２０千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

による。 

（地方債） 

第２条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の

目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２表 地方債」による。 

（一時借入金） 

第３条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は

１００，０００千円と定める。 

令和６年２月２８日提出 

  伊万里・有田消防組合 

管理者 深 浦 弘 信 
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第１表　歳入歳出予算

歳　入

款 項 金 額

千円 

1,354,778分担金及び負担金 1

 1 負担金 1,354,778

 2 使用料及び手数料 1,131

 1 手数料 1,131

 3 県支出金 1

 1 県補助金 1

 4 財産収入 207

 1 財産運用収入 206

 2 財産売払収入 1

 5 諸収入 8,903

 1 組合預金利子 1

 2 雑入 8,902

 6 組合債 79,800

 1 組合債 79,800

歳 入 合 計 1,444,820
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歳　出

款 項 金 額

千円 

401議会費 1

 1 議会費 401

 2 総務費 1,130,370

 1 総務管理費 1,130,294

 2 監査委員費 76

 3 消防費 240,843

 1 消防費 240,843

 4 公債費 72,206

 1 公債費 72,206

 5 予備費 1,000

 1 予備費 1,000

歳 出 合 計 1,444,820
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第２表 地方債 

起  債  の  目  的 限 度 額 起債の方法 利  率 償 還 の 方法 

千円 

消防ポンプ自動車整備事業 50,900 

普通貸借 

5.0％以内 
（ただし利率見直し
方式で借り入れる政
府資金及び地方公共
団体金融機構資金に
ついて、利率の見直
しを行った後におい
ては当該見直し後の
利率） 

据置期間、償還年限
等については、借入先
の定める条件に従う。 
ただし、組合財政の

都合により一部繰上償
還をなし、若しくは償
還年限を短縮し又は低
利債に借り換えをする
ことができる。 

高規格救急自動車整備事業 28,900 

合   計 79,800 
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令和６年度 

伊万里・有田消防組合 
一般会計予算説明書 
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（ 歳　入 ）

１　総　括

款 比　較前年度予算額本年度予算額

千円 千円 千円 

147,263分担金及び負担金 1,354,778 1,207,515 1

10使用料及び手数料 1,131 1,121 2

1県支出金 1 0 3

7財産収入 207 200 4

1,633諸収入 8,903 7,270 5

32,200組合債 79,800 47,600 6

歳 入 合 計 1,444,820 1,263,706 181,114
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（歳　出）

% 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 

本年度予算額の財源内訳

比　較

前年度

予算額予算額

本年度

款 特　　定　　財　　源

国県支出金 地方債 その他
一般財源

構成比

議会費 1 401401 385 16

総務費 2 8,720 1,121,6501,130,370 1,035,920 94,450

消防費 3 1 79,800 1,521 159,521240,843 150,447 90,396

公債費 4 72,20672,206 75,954 △3,748

予備費 5 1,0001,000 1,000 0

歳 出 合 計 1,444,820 1,263,706 181,114 1 79,800 10,241 1,354,778100.0
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4 財産収入

3 県支出金

2 使用料及び手数料
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5 諸  
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３
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 保護
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給 与 費 明 細 書 

１ 特 別 職  

区 分 
職員数 

（人） 

給   与   費 

共済費 合 計 備 考 
報 酬 給 料 

期末 

手当 

その他 

の手当 
計 

本
年
度

長  等 2 0 0 0 0 0 0 0 

議  員 10 0 0 0 0 0 0 0 

その他の 

特 別 職 
1 0 0 0 0 0 0 0 

計 13 0 0 0 0 0 0 0 

前
年
度

長  等 2 0 0 0 0 0 0 0 

議  員 10 0 0 0 0 0 0 0 

その他の 

特 別 職 
1 0 0 0 0 0 0 0 

計 13 0 0 0 0 0 0 0 

比

較

長  等 0 0 0 0 0 0 0 0 

議  員 0 0 0 0 0 0 0 0 

その他の 

特 別 職 
0 0 0 0 0 0 0 0 

計 0 0 0 0 0 0 0 0 
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２ 一般職 
⑴ 総括                                   （単位：千円） 

区 分 
職員数 
（人） 

給 与 費 
共済費 合 計 備 考 

報 酬 給 料 職員手当 計 

本年度 （4） 

129 
1,706 497,831 411,363 910,900 195,657 1,106,557  

前年度 （3） 

126 
－ 483,814 358,747 842,561 172,491 1,015,052  

比 較 
（１） 

3 
1,706 14,017 52,616 68,339 23,166 91,505  

※（ ）内は短時間勤務職員数で、外数である。 
 

職
員
手
当
の
内
訳 

区 分 扶養手当 管理職手当 
時間外勤務

手    当 

休日勤務 

手   当 

特殊勤務 

手    当 

夜間勤務 

手    当 

本年度 27,170 4,980 33,365 47,732 6,549 9,755 

前年度 29,047 4,980 30,940 46,821 8,260 9,610 

比 較 △1,877 0 2,425 911 △1,711 145 

区 分 
期末勤勉 

手    当 
住居手当 通勤手当 児童手当 退職手当 

管理職員 

特別勤務手当 

本年度 207,794 5,542 9,068 20,285 39,101 22 

前年度 195,215 5,378 8,842 19,632 0 22 

比 較 12,579 164 226 653 39,101 0 

 
※（１）総括 は、「ア 会計年度任用職員以外の職員」と「イ 会計年度任用職員」の合計である。 
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ア 会計年度任用職員以外の職員   （単位：千円）

区 分
職員数

（人）

給 与 費
共済費 合 計 備 考

報 酬 給 料 職員手当 計

本年度
（3） 

129 
－ 497,831 410,727 908,558 195,407 1,103,965 

前年度
（3） 

126 
－ 483,814 358,747 842,561 172,491 1,015,052 

比 較
（0） 

3 
－ 14,017 51,980 65,997 22,916 88,913 

※（ ）内は再任用短時間勤務職員数で、外数である。

職
員
手
当
の
内
訳

区 分 扶養手当 管理職手当 
時間外勤務

手    当 

休日勤務 

手   当 

特殊勤務 

手    当 

夜間勤務 

手    当 

本年度 27,170 4,980 33,365 47,732 6,549 9,755 

前年度 29,047 4,980 30,940 46,821 8,260 9,610 

比 較 △1,877 0 2,425 911 △1,711 145 

区 分 
期末勤勉 

手    当 
住居手当 通勤手当 児童手当 退職手当 

管理職員 

特別勤務手当 

本年度 207,158 5,542 9,068 20,285 39,101 22 

前年度 195,215 5,378 8,842 19,632 0 22 

比 較 11,943 164 226 653 39,101 0 

イ 会計年度任用職員   （単位：千円）

区 分
職員数

（人）

給 与 費
共済費 合 計 備 考

報 酬 給 料 職員手当 計

本年度
（1） 

0 
1,706 － 636 2,342 250 2,592 

前年度
（0） 

0 
0 － 0 0 0 0 

比 較 （1） 1,706 － 636 2,342 250 2,592 

※（ ）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その１週間当たりの通常の勤務時間が、常時

勤務を要する職を占める職員の１週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員で、外数である。

職
員
手
当
の
内
訳

区 分 期末勤勉手当 

本年度 636 

前年度 0 

比 較 636 
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⑵ 給料及び職員手当の増減額の明細 
ア 会計年度任用職員以外の職員                      （単位：千円） 

区 分 増減額 増減事由別内訳 説 明 備 考 

給 料 

 

 

14,017 

１ 

給与改定

に伴う増

減分 

 

5,589 

 
給料改定前給料総額 

×給与改定率 

 
給与改定の状況 
区分 給与改定率 給与改定実施期間 

本年度 

前年度 

 

1.08% 

 

令和 5 年 4 月 1 日 
 

２ 

昇給に伴

う増加分 

 

 

6,864 

 
普通昇給前給料総額 

×平均昇給率 

 
平均昇給率 1.89% 

３ 

その他の

増減分 

  

1,564 

   

 
新陳代謝及び異動等

による増減分 

 
職員数の異動状況 

区分 
職 員 数

（人） 

そ の 他

（人） 

  計 

（人） 

本年度 129 3 132 

前年度 126 3 129 

増 減 3 0 3 
 

職員 
手当 

 

 

51,980 

 

１ 

制度改定

に伴う増

減分 

 

4,436 

 

 

期末勤勉手当 4,436 

 

期末勤勉手当･・4.40月分を 4.50月分へ 

0.10月分引上げ 

２ 

その他の

増減分 

 

 

47,544 

 

扶養手当   △1,877 

管理職手当     0 

時間外勤務手当 2,425 

休日勤務手当  911 

特殊勤務手当△1,711 

夜間勤務手当  145 

期末勤勉手当 7,507 

住居手当     164 

通勤手当      226 

児童手当     653 

退職手当   39,101 

管理職員特別勤務手当  0 
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⑶ 会計年度任用職員以外の職員における給料及び職員手当の状況

ア 職員一人当たり給与

区 分 消防吏員（行政職）

令和６年１月１日現在

平均給料月額（円） 321,030 

平均給与月額（円） 346,785 

平 均 年 齢（歳） 42.0 

令和５年１月１日現在

平均給料月額（円） 316,239 

平均給与月額（円） 339,996 

平 均 年 齢（歳） 41.7 

イ 初任給

区 分 
消防吏員（円） 

（行政職） 

国の制度（円） 

行政職（一） 

高校卒 166,700 166,600 

大学卒 196,900 196,200 

ウ 級別職員数

区 分
消防吏員（行政職）

級 職員数（人） 構成比（％）

令和６年１月１日現在

７級 3 2.4 

６級 4 3.2 

５級 14 11.2 

４級 46 36.8 

３級 28 22.4 

２級 10（3） 8.0（100.0） 

１級 20 16.0 

計 125（3） 100.0（100.0） 

令和５年１月１日現在

７級 3 2.4 

６級 4 3.2 

５級 14 11.1 

４級 49 39.0 

３級 27 21.4 

２級 8（3） 6.3（100.0） 

１級 21 16.6 

計 126（3） 100.0（100.0） 

  ※（ ）内は、再任用短時間勤務職員数で、外数である。
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（級別の標準的な職務内容） 
区 分 ７級 ６級 ５級 

消防吏員 
（行政職） 

消防本部 
消防長の職務 
困難な業務を行う次長

の職務 

次長の職務 
課長の職務 

副課長の職務 
室長の職務 

消防署 
困難な業務を行う署長

の職務 
署長の職務 

副署長の職務 
課長の職務 
困難な業務を行う副課

長の職務 
分署長の職務 

 
４級 ３級 ２級 １級 

係長の職務 
主査の職務 

副主査の職務 
高度な知識又は経験を

必要とする業務を行う

職員の職務 

定型的な業務を行う職

員の職務 
副課長の職務 
副分署長の職務 
係長の職務 
主査の職務 

 
エ 昇給 

区  分 職 員 数 消防吏員（行政職） 

本
年
度 

職員数（A）（人） 128 128 

昇給に係る職員数（B）（人） 120 120 

号給数別内訳 

２号給 （人）        

４号給 （人） 112 112 

６号給 （人）   

８号給 （人）   

その他 （人） 8 8 

比 率 （B）／（A）  （％） 93.7 93.7 

前
年
度 

職員数（A）（人） 126 126 

昇給に係る職員数（B）（人） 119 119 

号給数別内訳 

２号給 （人）   

４号給 （人） 103 103 

６号給 （人）   

８号給 （人）   

その他 （人） 16 16 

比 率 （B）／（A）  （％） 94.4 94.4 
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  オ 期末・勤勉手当 

区分 

支給期別支給率 支給率計 
職制上の段階、職務の級

等による加算措置 
備考 

６月（月分） １２月（月分） （月分） 

本 年 度 
（1.175） 

2.25 

（1.175） 

2.25 

（2.35） 

4.5 
有  

前 年 度 
（1.15） 

2.2 

（1.2） 

2.3 

（2.35） 

4.5 
有  

国の制度 
（1.175） 

2.25 

（1.175） 

2.25 

（2.35） 

4.5 
有  

※（ ）内は、再任用短時間勤務職員に係る支給率である。 
 
 
  カ 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当 

区分 
２０年勤続

の者（月分） 

２５年勤続

の者（月分） 

３５年勤続

の者（月分） 

最高限度 

（月分） 

その他の 

加算措置等 
備考 

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 

定年前早期 

退職特例措置 

（2～20％加算） 

 

国の制度 

（支給率等） 
24.586875 33.27075 47.709 47.709 

定年前早期 

退職特例措置 

（2～45％加算） 

 

 
 
 
  キ 特殊勤務手当 

区分 全職種 消防吏員（行政職） 

給料総額に対する比率（％） 1.3 左と同じ 

支給対象職員の比率（％） 
（令和６年１月１日現在） 

100 左と同じ 

代表的な特殊勤務手当の名称 救急活動手当、災害活動手当、深夜勤務手当 
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  ク その他の手当 

区分 国の制度との異同 差異の内容 

扶養手当 同 じ 
 

住居手当 異なる 
支給対象者 12,000 円を超える家賃支払者 

支給限度額  27,000 円 

通勤手当 

 

交通機関利用者 

‥全額支給限度額同じ 

 

 

交通用具使用者 

‥市域が広いため異なる 

2km以上 5km未満     2,000 円 

5km以上 8km未満     4,300 円 

8km以上 10km未満     6,500 円 

10km以上 15km未満     8,500 円 

15km以上 20km未満    10,600 円 

20km以上 30km未満    12,000 円 

30km以上 40km未満    13,600 円 

40km以上         15,000 円 
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地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び 
当該年度末における現在高の見込みに関する調書 

区 分 
前々年度末 
現 在 高 

前 年 度 末 
現在高見込額 

当該年度中増減見込 
当該年度末 
現在高見込額 

当該年度中 
起債見込額 

当該年度中 
元 金 償 還 
見 込 額 

千円 千円 千円 千円 千円 

１普 通 債 345,035 317,004 79,800 71,587 325,217 

合 計 345,035 317,004 79,800 71,587 325,217 
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